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防火管理制度 １

防火管理者
（消防法第８条）

防火対象物の安全を図るため、多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する防火対象物の管理に
ついて権原を有する者（管理権原者）は、自主防火管理体制の中核となる「防火管理者」を選任し、
防火管理上必要な業務を行わせなければならない。

管理権原者

防火管理者選任
（解任）届出書

選
任
・
指
示

報
告

消防機関に届出

消防計画作成
（変更）届出書

防火管理者 訓練の実施等

防火管理者の責務

・消防計画の作成
・消火、通報、避難訓練の実施
・施設、設備の維持管理
・火気の使用、取扱いの監督
・収容人員の管理
・その他防火管理上必要な業務

防火管理が必要となる対象物

・特定防火対象物（ホテル、病院、福祉施設、地下街等の不特定多数の者等が出入りする
建物）で、収容人員（建物に出入りし、勤務し、居住する人数）が30人以上（主に自力
避難困難な者が入居する福祉施設は、10人以上）

・非特定防火対象物（特定防火対象物以外の建築物）で、収容人員が50人以上



統括防火管理制度 ２

統括防火管理者
（消防法第８条の２）

高層建築物又は管理について権原が分かれている防火対象物若しくは地下街の管理について権原
を有する者（管理権原者）は、防火対象物の全体について防火管理上必要な業務を統括する防火
管理者（「統括防火管理者」）を協議して定め、防火対象物の全体についての防火管理上必要な
業務を行わせなければならない。

統括防火管理が必要となる
防火対象物

管理権原が分かれている防火対象物で以下の防火対象物
・高さ31ｍを超える全ての建築物
・高さ31ｍ以下で３階以上・収容人員10名以上の入所型福祉施設、３階以上・収容人員30人
以上の特定防火対象物、５階以上・収容人員50名以上の非特定防火対象物

・地下街等

統括防火管理者
選任（解任）届出書

消防機関に届出
防火対象物全体についての
消防計画作成（変更）届出書

統括防火管理者の役割

・防火対象物の全体についての消防計画の作成
・消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施
・廊下、階段、避難口等の避難上必要な施設の管理
・その他防火対象物全体についての防火管理上必要な業務

指

示

管理権原者Ａ

管理権原者Ｂ

管理権原者Ｃ

防火管理者α

防火管理者β

防火管理者γ

選任（法第８条１項）

選任（法第８条１項）

選任（法第８条１項）

協
議
し
て
選
任

統括防火管理者



自衛消防組織・防災管理制度 ３

自衛消防組織
（消防法第８条の２の５）

防火対象物のうち、多数の者が出入りするもので、特に大規模な防火対象物の管理権原者は、
火災及び地震等の災害について自衛消防活動を行うために、自衛消防業務講習の修了者など、
一定の資格を有する者を統括管理者とする自衛消防組織を設置しなければならない。

防災管理が必要となる対象物
※自衛消防組織が必要となる

防火対象物も同様

・共同住宅(５)項ロ、格納庫等(13)項ロ、倉庫(14)項以外のすべての用途で以下の防火対象物
① 階数が11以上の防火対象物で延べ面積が10,000㎡以上
② 階数が５以上１０以下の防火対象物で延べ面積が20,000㎡以上
③ 階数が４以下の防火対象物で延べ面積が50,000㎡以上
④ 地下街で延べ面積が1,000㎡以上
※ 複合用途防火対象物については、５項ロ、13項ロ、14項以外の用途に供される部分の床面積

の合計により算定

防災管理制度
（消防法第36条）

特に大規模な建築物等の管理権原者は、地震等の被害軽減のため、火災への対応と同様に防災管
理者の選任し、防災管理上必要な業務を行わせなければならない。（防火管理制度の準用）
※統括防災管理者制度も統括防火管理制度を準用。

大規模防火対象物

自衛消防組織

防災管理者

消防機関に届出

防災管理者の選任届出

防災管理に係る消防計画の作成届出

自衛消防組織の設置届出

防災管理点検報告

※防火管理者と同一の者であること

※防火・防災管理に関する講習の修了等、一定の資格者から専任

※防火管理に係る消防計画と一体で作成可能

※自衛消防業務に関する講習を受講等、一定の資格者を統括管理者とする

※管理権原が分かれている場合は共同で設置する

※防災管理業務の実施状況について１年に１回資格者による点検・報告

※地震発生時の被害を想定し、応急対策等を定める

超大規模・複雑化
防火対象物
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